
日本の真ん中から未来の真ん中へ。 
ひらけNAGOYAポテンシャル 

令和５年度名古屋市スタートアップ集積促進補助金のご案内 

対 象 企 業 

(1) 創業に係る法人登記を行った後１０年以内の中小企業（中小企業基

本法（昭和 38 年法律第 154 号）第 2 条第 1 項各号に掲げる会社）で

あること。 

(2) 会社法（平成17年法律第86号）に規定する株式会社であること。

(3) 次に掲げるいずれかの要件を満たす者から出資を受けていること。

ア 金融商品取引法（昭和23年法律第25号。以下「法」という。）第

2条第 3項第1号に定める適格機関投資家であること。 

イ 法第 29 条の登録を受け、法第 28 条第 4 項に定める投資運用業を

行う者であること。 

ウ 法第 63条第 2項の届出を行い、適格機関投資家等特例業務を行う

者であること。 

エ 金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号）第17条の 12各

号のいずれかに該当する者であること。 

(4) グリーン化及びデジタル化をはじめ新技術や新しいビジネスモデル

を活用して新市場の開拓や高成長を目指す事業を行っていること。

(5) 市内初進出であること。 

補助対象経費 賃借料の１２か月分の２分の１（※） 
（ただし、共益費、敷金及び保証金等並びに消費税等を除く） 

補 助 限 度 額 １企業あたり７０万円 

申 請 期 限 入居契約の締結日の前日まで 

受 付 期 間 令和５年４月１日から令和５年１２月２８日まで 

補 助 要 件 

(1) 事業所の開設時以降、従業員1名以上が常駐していること。 

(2) 本市の他の補助制度の交付対象となっていないこと。 

(3) 事業認定申請書を市長が受理した日の翌日から翌年の３月３１日ま

でに入居契約を締結すること。 

(4) 事業認定申請書の提出日から６ヶ月以内に事業所を開設すること。

注 意 事 項 

※１ 事業認定申請書を市長が受理した日の翌日から翌年の３月３１日までに締

結した入居契約に基づき、１２ヶ月分の賃料が支払われたことを確認し、

交付します。 

※２ 交付申請書の提出日は、事業認定申請書を提出した日の属する年度の翌年

度の４月１日から４月３０日までの期間となります。（交付申請日以前に支

払われた賃料も対象となります。） 

※３ 交付決定年度の翌年度から５年間は事業所を本市内に設置してください。 

名古屋市では、スタートアップ企業の皆様が、名古屋市内に新たに拠点となる事業所を開設する際に要

する経費の一部を助成します。 



■ 補助要件等の確認 

【該当するところの□にチェックし、（  ）があるものには、該当する要件を記入してください。】

補 助 要 件 等 の 確 認 事 項 

業 種 

□製造業   □ 小売・卸売業    □ サービス業   □ 情報通信業 

□その他（         ） 

開設する予定の事業所で行う主な業務 
□ 営業・販路開拓  □ システム開発  □ 検査・研究開発 □ その他(      ) 

補助対象企業要件（すべての要件を満たす必要があります。）

(1) 創業に係る法人登記を行った後１０年以内の中小企業（中小企業基本法（昭和38年

法律第154号）第 2条第 1項各号に掲げる会社）である。 
□ 

(2) 会社法（平成17年法律第86号）に規定する株式会社である。 □ 

(3) 次に掲げるいずれかの要件を満たす者から出資を受けている。 

ア 金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号。以下「法」という。）第 2 条第 3 項第 1

号に定める適格機関投資家であること。 

イ 法第 29 条の登録を受け、法第 28 条第 4 項に定める投資運用業を行う者であるこ

と。 

ウ 法第 63条第2項の届出を行い、適格機関投資家等特例業務を行う者であること。

エ 金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号）第17条の 12各号のいずれかに

該当する者であること。 

□ 

（ ）

(4) 現在実施している事業は、次に掲げるいずれかの要件に該当する事業である。 

ア 国公私立大学、国公立高等専門学校、大学共同利用機関法人、独立行政法人（国立

研究開発法人を含む。）、地方独立行政法人等が取得した特許（出願中、出願予定の

ものを含む）を用いたものである。 

イ 官民によるスタートアップ支援プログラム「J-Startup」（全国版又は地域版）の選

定企業による事業である。 

ウ 内閣府による「スタートアップ・エコシステム形成推進事業」（アクセラレーショ

ンプログラム）への参加実績を有する企業による事業である。 

エ 本市による「スタートアップ・エコシステム形成推進事業」（アクセラレーション

プログラム）への参加実績を有する企業による事業である。 

オ イノベーションの創出を通じて、本市の国際競争力の強化や雇用の拡大に寄与し、

社会課題の解決に資するなど、地域経済の一層の活性化に資する優れた事業と認め

られるものである。

□ 

（ ）

(5) 名古屋市に初進出である。 □ 



補 助 要 件 等 の 確 認 事 項 

入居契約の締結前である。                             □ 

開設する事業所は、申請者自らが事業計画書に記載する事業を実施するものである。    □ 

開設する事業所は、事業所の開設時以降、従業員1名以上が常駐するものである。     □ 

開設する事業所は、本市の他の補助制度の交付対象となっていないものである。      □ 

開設する事業所は、事業認定申請書を市長が受理した日の翌日から翌年の３月３１日まで 

に入居契約を締結するものである。                         □ 

開設する事業所は、事業認定申請書の提出日から６ヶ月以内に開設するものである。    □ 

注意事項 
小売店舗、飲食店、宿泊施設、コールセンター、工場、倉庫、駐在員事務所等は、本制度の対象と
なりません。（併設する場合も補助対象となりません。）

■ 補助金交付手続きの流れ【事業認定申請書は、入居契約の締結日の前日までに提出してください。】

手
続
き
の
流
れ

事
業
認
定
申
請

※
１

入
居
契
約
締
結

※
２

事
業
所
開
設

交
付
申
請

実
績
報
告

補
助
金
交
付
請
求

事業認定申請受付期間
（令和５年４月１日～１２月２８日） 

交付申請受付
（令和６年４月１日～4月３０日）

前日 
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実績報告
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※１ 入居契約は令和６年３月31日までに締結してください。
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※２ 事業認定申請日から６ヶ月以内に事業所を開設してください。

※３ 事業認定申請日から６ヶ月以内に事業所の開設が可能なため、４月の交付申請以降に事業
所開設となる場合があります。 
その場合は、12か月分の賃料を２年度に分けて、当該年度分ごとに補助金が交付されます
ので、４月の交付申請を令和６年度及び令和７年度の２回行うこととなります。 

入居契約締結後に支払った１２ヶ月分の賃料を補助 



■ 事業認定申請に必要な書類 

産業立地交流室担当者とのヒアリングを行い、補助対象事業としての確認後に以下の書類をご用意ください。 

事業認定申請書（様式第１号）、企業概要書（様式第３号）及び事業計画書（様式第４号）は、データでお渡

ししますので、ヒアリング後に送付先をご連絡ください。 

種          別 確認

(1) 事業認定申請書（様式第１号） 

(2) 企業概要書（様式第3号） 

(3) 事業計画書（様式第4号） 

(4) 当該法人に係る登記事項証明書（申請日の前3月以内に発行された履歴事項全部証明書） 

    及び定款 

(5) 貸借対照表、損益計算書、事業報告又はこれらに準ずるもの（直近の3事業年度分） 

  創業後の期間が短い場合で、3事業年度分の提出ができない場合は、お問い合わせください。

(6) 納税証明書（申請日の前 3 月以内に発行された本店所在地の地方自治体が発行する直近 1 事業年

度分の法人市民税に関するもの）及び滞納がない旨の証明 

(7) 補助対象経費に係る見積書、開設予定の事業所の位置図、平面図等 

(8) 投資契約書の写し（代表者による原本証明があるものに限る。） 

(9) 投資契約に係る出資金が入金されたことがわかる通帳等の写し（代表者による原本証明があるも

のに限る。） 

 ※ 上記以外にも書類等の提出をお願いすることがあります。 
 ※ 事業認定申請後、外部有識者による意見聴取会に参加いただきます。 

■受付及びお問合せ
 名古屋市経済局イノベーション推進部産業立地交流室

   〒460-8508 
名古屋市中区三の丸三丁目１番１号（本庁舎５階）
TEL：052-972-2423  FAX：052-972-4135 
MAIL：a2423@keizai.city.nagoya.lg.jp 

    https://www.city.nagoya.jp/keizai/page/0000151833.html 

◇名古屋ビジネス進出サポートサイト（https://nagoya-potential.jp/）
   「日本の真ん中から未来の真ん中へ。-ひらけNAGOYAポテンシャル-」


